様式第１号（第７条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　

　南国市長　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（〒　　　－　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フリガナ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　印　　
電話番号　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては、名称及び代表者の職・氏名）
（法人以外の場合で本人自筆のときは押印不要）

補助対象事業認定申請書

南国市木造住宅除却事業費補助金の事業の認定を受けたいので、南国市木造住宅除却事業費補助金交付要綱第７条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。
また、申請内容の確認のために必要があるときは、不動産登記に関すること、固定資産に関すること、住民基本台帳、戸籍台帳等に関することについて市長が関係機関へ調査を行うこと及び申請に係る住宅の立入り調査を行うことに同意します。

記

	住宅の所在地
	　

	住宅の所有者の住所・氏名
	住　所

氏　名

	住宅の概要
	
構　　　造　　　　　　木造　　　　階建て

延床面積　　　　　　　　　　　　　　㎡

建築年月日　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

地名地番




１　申請者区分
南国市木造住宅除却事業費補助金交付要綱第４条第１項

□　ア　第１号該当

□　イ　第２号該当

□　ウ　第３号該当

□　エ　第４号該当　　　　

２　添付書類

　　　　●　必　須
· 建物の登記事項証明書
※建物が未登記の場合は、土地・家屋課税台帳兼名寄帳（写し）（申請時において最新のもの）
※建物が未登記の場合で土地・家屋課税台帳兼名寄帳に登録がないときは、これに代わる建物の所有者であることを証明できるもの
※いずれも発行から３箇月以内の原本で、官公庁の公印が押印されたものに限る。

· 位置図（付近見取図）
· 求積図（延床面積の算出根拠が記載されたもの）
· 外観写真
· 南国市税及び高知県税を滞納していないことを証する書類
· 事業計画書（様式第２号）
· 住宅耐震診断上部構造評点のうち最小の値が１．０未満の耐震診断結果報告書、又は旧耐震基準の木造住宅の除却における容易な耐震診断調査票（別紙）
· 工事見積書（内訳明細の付いたもの）
· 暴力団排除に関する誓約書及び照会承諾書

●　所有者と申請者が異なる場合
· 所有者と申請者の関係が分かる書類

· 所有者または相続人が複数人である場合
· 所有者全員の同意書
· 誓約書（所有者全員の同意書が提出できない場合）（様式第３号）
　　　　
　　　　●　その他必要に応じ上記以外の書類の提出をお願いすることがあります。




